
 
 

 第８章 個別的労使紛争に係るあっせん 

 

 当労働委員会では、知事からの委任を受けて、平成１４年４月１日から個別的労使紛争

に係るあっせんを行っている。令和７年の個別的労使紛争あっせん事件の新規申請件数は

２１件で、その概況は第８－１表から第８－５表のとおりであり、事件の概要は第８－６

表のとおりである。 

１ 取扱事件数及び終結区分別事件数の状況（第８－１表参照） 

個別的労使紛争あっせん事件の取扱件数は、前年繰越が２件、新規申請件数は２１件

であった。 

終結区分別に見ると、「解決」が６件、「打切り」が１１件、「取下げ」が４件であ

った。 

 

 ２ 新規申請の状況 

（１） あっせん事項別（第８－２表参照） 

  雇止めや配置転換など「経営・人事」に関することが１５件で最も多く、次が

「職場の人間関係」で７件であった。 

（２） 従業員規模別（第８－３表参照） 

   「５００人以上」が９件で最も多く、次が「１０～４９人」で５件であった。 

（３） 業種別（第８－４表参照） 

   「Ｅ 製造業」と「Ｒ サービス業」が各４件で最も多く、次が「Ｄ 建設業」と

「Ｊ 金融業・保険業」と「Ｐ 医療、福祉」で各３件であった。 

（４） 所要日数別（第８－５表参照） 

   終結２１件のうち、「１０～１９日」と「２０～２９日」と「５０～５９日」が

各４件と多く、９件（４２．９％）が２９日（概ね１か月）以内であった。 
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3 2 2 2 2 2.2

17 12 12 12 21 14.8

20 14 14 14 23 17.0

19 12 12 12 21 15.2

1 0 0 0 0 0.2

6 4 1 4 6 4.2

11 7 11 7 11 9.4

(11) (7) (7) (6) (6) (7.4)

0 1 0 1 4 1.2

1 0 0 0 0 0.2

18 12 12 12 21 15

35.3 36.4 8.3 36.4 35.3 30.9

2 2 2 2 2 2

11 10 7 7 15 10

5 5 9 2 5 5.2

2 1 0 0 2 1

4 4 4 5 7 4.8

0 1 0 1 5 1.4

22 21 20 15 34 22.4

（注）１件の申請で、あっせん事項を２以上含むものがあるため、申請件数と一致しない。

賃金等

労働条件等

職場の人間関係

その他

計

令和5 平均
あっせん

事項

経営・人事

年

令和3 令和4 令和7令和6

平均

第８－１表　取扱事件数及び終結区分別事件数一覧

翌年繰越

取扱
事件

新規申請

取扱計

労働者側申請

使用者側申請

令和7令和6

第８－２表　あっせん事項別新規申請事件数一覧

　※解決率（％）＝解決件数÷（終結件数－取下げ・不開始件数）×100
　※令和５年の訴訟提起による終了１件は、打切りに含めている。

年

令和3 令和4

解決率

終
結

解決

打切り

（うち不応諾）

取下げ

不開始

終結計

前年繰越

新規申請
内訳

令和5
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1.20 2

0 0

2

2.0

1 1.8

0

14.8

5.0

0 0.2

1

3

令和6

3.4

平均

3

0

1 2 1

2

1

令和7

2

5

3

1

0

1

9

21

0

不明

0

0.6

0.6

従業員
数

400～499人

10～49人

50～99人

100～299人

第８－３表　従業員数別新規申請事件数一覧

17 12 12 12

4 2 4 6

0 1 0 1

令和4 令和5

2 6

300～399人

500人以上

計

2

1

年

令和3

1

4

1～9人
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0

平均令和3 令和4

0

令和7

A　農業、林業

令和6

G　情報通信業

J　金融業・保険業

I　卸売・小売業

0

D　建設業

4

0

0

1.6

1

0

1

13

0 0 0

0

H　運輸業、郵便業

0

2

14.8

1 0

0

0 0 0 0

2

1 0

0

B　漁業 0 0 0 0

0 0

13

F　電気、ガス、熱供給、水道業

令和5

C　鉱業，採石業，砂利採取業 0 0 0

E　製造業 3 0 2.2

0 0

3 1 1 3

0

0

0 0

02 1.4

1

O　教育、学習支援業 0 1 1

0

31

2

N　生活関連サービス業、娯楽業 0

0 0 1

0 0 0 0

0 0

1

L 学術研究、専門・技術サービス業

M　宿泊業，飲食サービス業

0

0

0

T　分類不能の産業

0

3

0.2

0 3 2 0

1.6

1

0 0.8

3 1

0

0

0.4

0 0 0 1 0

12 12 21

0 0 0 0 0

0 0 0 0

4 3 3 4 4

0 0

3.6

Q　複合サービス事業

P　医療、福祉

第８－４表　業種別新規申請事件数一覧

業種
年

計

S　公務（他に分類されるものを除く） 0 0

17 12

R　サービス業（他に類されないもの）

1

0

K 不動産業、物品賃貸業
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4 2 2 1 1 2.0

3(1) 0 3 3 4 2.6

4 4(1) 1 1 4 2.8

2(1) 0 1(1) 0 0 0.6

2 2 1 0 3 1.6

0 1(1) 1 2 4 1.6

2 3 3(1) 3 3 2.8

- - - 2 2 -

17(2) 12(2) 12(2) 12 21 14.8

第８－５表　所要日数別新規申請事件数一覧

年

令和3 令和4 令和5 令和6 平均令和7

計

（注）　（　）内は、翌年に繰り越して終結した事件で、内数。

30～39日

40～49日

日数

1～9日

10～19日

20～29日

50～59日

60日以上

係属中
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